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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第３四半期連結
累計期間

第68期
第３四半期連結
会計期間

第67期

会計期間
　自平成20年４月１日
　至平成20年12月31日　

　自平成20年10月１日
　至平成20年12月31日　

  自平成19年４月１日
　至平成20年３月31日

売上高（百万円） 111,631 36,393 153,556

経常利益（百万円） 7,585 2,137 12,774

四半期（当期）純利益（百万円） 3,912 993 7,472

純資産額（百万円） ― 113,178 114,183

総資産額（百万円） ― 175,313 181,139

１株当たり純資産額（円） ― 1,570.54 1,584.66

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
54.63 13.87 104.32

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
 ― 　　　 ―　 ―

自己資本比率（％） ― 64.2 62.7

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
8,330 ― 14,092

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△10,183 ― △19,701

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,206 ― 11,031

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円）
― 12,885 18,154

従業員数（人） ― 7,832 7,444

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３. 従業員数は、就業人員数を記載しております。

４. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 

EDINET提出書類

日本梱包運輸倉庫株式会社(E04191)

四半期報告書

 2/27



２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 7,832(2,609)

　（注）１．　従業員数は、就業人員数であります。

　　　　２.　 従業員欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間平均雇用人員数であります。

　　　　 

 

(2）提出会社の状況

 平成20年12月31日現在

従業員数（人） 3,446(880)

　（注）１．　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。

　　　　２.　 従業員欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間平均雇用人員数であります。
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第２【事業の状況】

１【販売の状況】

 

(1）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

運送事業（百万円） 16,006

倉庫事業（百万円） 5,171

梱包事業（百万円） 10,682

その他事業（百万円） 4,533

合計（百万円） 36,393

　（注）１.　 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．　当第３四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

金額（百万円） 割合（％）

 本田技研工業㈱ 4,935 13.6
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２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

 

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

（1）業績の状況

　　当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国発の金融危機に端を発する世界同時不況の影響を受け、　　

　輸出の大幅な減少や雇用情勢の悪化が続いております。

　　当物流業界におきましては、国内景気や米国景気が停滞する中で、製造業の減産等により貨物取扱量が減少し、　

　非常に厳しい状況のまま推移いたしました。

　　当社グループはこのような環境のもとで、業務拡大のため三重県鈴鹿市に土地を、宮城県角田市、群馬県太田市

　に建物を取得し、積極的な営業展開を行ってまいりました。

　　売上高につきましては、アジアにおいては、業務量が増加したものの、国内においては、有償支給部品代金の会　　

　計処理方法の変更に伴う減少に加え、当社グループの主要顧客である自動車業界における自動車販売台数の急激な　

　減少や、建築着工件数の減少等により、各業界の業務量が減少したことから、363億93百万円となりました。

　　営業利益につきましては、高騰を続けた原油価格の影響による燃料費の上昇や、人員増に伴う人件費の増加等の

　コスト上昇と、国内業務量の減少に伴う売上高の伸び悩みにより、26億32百万円となりました。

　　経常利益につきましては、21億37百万円となりました。営業外収益につきましては、受取配当金や助成金収入等

　により、6億64百万円となりました。営業外費用につきましては、為替差損の発生や投資有価証券評価損等によ

　り、11億59百万円となりました。

　　四半期純利益につきましては、投資有価証券評価損の発生による特別損失の増加や、繰延税金資産の一部取崩し

　に伴う税金費用の増加等により、9億93百万円となりました。

　　  

 

 　セグメント別の営業概況は次のとおりであります。

 

 

   ①　事業の種類別セグメントの業績

   　　運送事業

       景気の悪化に伴う輸送量の減少により運送事業収入は160億6百万円となりました。営業利益は、売上高の減

     少等により2億40百万円となりました。

  

       倉庫事業

　　　 取引先の在庫圧縮等により倉庫事業収入は51億71百万円となりました。営業利益は、積極的な設備投資を行

     ったことによる減価償却費の増加等があり12億54百万円となりました。

 

       梱包事業 

       海外において業務量の増大等があったものの、有償支給部品代金の会計処理方法の変更による売上高の減少

     等により、梱包事業収入は106億82百万円となりました。営業利益は、人件費の増加等により4億82百万円とな

     りました。

  

       その他事業

       通関事業の減少等により、その他事業収入は45億33百万円となりました。営業利益は、テスト事業をはじめ

     とする売上高の伸び悩みにより、5億83百万円となりました。

 

   ②　所在地別セグメントの業績

       日本

　　　　 景気の悪化による業務量減少や有償支給部品代金の会計処理方法の変更等により売上高は317億73百万円と

       なりました。営業利益は、原油価格の高騰による燃料費の増大や売上高減少等により、23億8百万円となりま

       した。
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       北米

 　　　  主要取引先の業務量の減少等により、売上高は24億64百万円となりました。営業利益は、人件費等の削減

　　　 により、1億79百万円となりました。  

   

       アジア

 　　　　主要取引先の順調な業務量の増加等により、売上高は21億55百万円となりました。営業利益は、1億45百万

       円となりました。

 

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、128億85百万円となりま

した。

  当第３四半期連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

  

  (イ）営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果得られた資金は、税金等調整前四半期純利益、減価償却費、売上債権の増減額の増加や、賞

与引当金の増減額の減少、法人税等の支払額の増加等により28億89百万円となりました。  

 

  (ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果支出した資金は、有形固定資産や投資有価証券の取得による支出等により50億48百万円とな

りました。

 

  (ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果支出した資金は、配当金の支払額の増加等により7億62百万円となりました。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　 当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（4）研究開発活動

     該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

 　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

 

 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重

要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,000,000

計 152,000,000

　

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成20年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 74,239,892 74,239,892
 東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数　 　1,000

株 

計 74,239,892 74,239,892 － －

　　　

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

 

　

 

 

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 

 

 

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 平成20年10月１日～

 平成20年12月31日　
－ 74,239,892 － 11,316 － 12,332

　　

　　　　　　　

 

 

（５）【大株主の状況】

　当第３四半期において、次の法人から大量保有報告書（変更報告書）の写しの送付があり、次のと

おり株式を保有している旨報告を受けておりますが、株主名簿の記載内容が確認できないため、当社　 

として実質保有株式数の確認ができません。

　なお、大量保有報告書（変更報告書）の写しの内容は以下のとおりであり、ゴールドマン・サック

ス証券株式会社については共同保有者（他１社）、シュローダー証券投信投資顧問株式会社について

は共同保有者（他１社）の保有数を含めて記載しております。

 

大量保有者　　　　　　ゴールドマン・サックス証券株式会社

住所　　　　　　　　　東京都港区六本木６丁目10番１号六本木ヒルズ森タワー

保有株式等の数　　　　3,414,233株

株券等保有割合　　　　4.60％

提出日　　　　　　　　平成20年５月21日    

報告義務発生日　　　　平成20年５月15日
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大量保有者　　　　　　シュローダー証券投信投資顧問株式会社

住所　　　　　　　　　東京都千代田区丸の内１丁目11番１号

保有株式等の数　　　　3,353,000株

株券等保有割合　　　　4.52％

提出日　　　　　　　　平成20年６月13日    

報告義務発生日　　　　平成19年11月15日

　　　 

大量保有者　　　　　　シルチェスター・インターナショナル・インベスターズ・リミテッド

住所 　　　　　　　　 英国ロンドン　ダブリュー１ジェイ　６ティーエル、ブルトン　ストリート１、

 　　　　　　　　　　 タイムアンドライフビル５階

保有株式等の数　　　　9,238,000株

株券等保有割合　　　　12.44％

提出日　　　　　　　　平成20年11月18日    

報告義務発生日　　　　平成20年11月12日
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成20年９月30日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。 

①【発行済株式】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     平成20年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

2,625,000

－
単元株式数 

1,000株

 完全議決権株式（その他）
普通株式

71,223,000
71,223 同上

 単元未満株式 普通株式　391,892 － －

 発行済株式総数 74,239,892－ －

 総株主の議決権 － 71,223 －

　（注）１.「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式456株が含まれております。

 　　　 ２.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年12月31日現在 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

 （自己保有株式）

 日本梱包運輸倉庫株式会社

東京都中央区明石町６

番17号
2,625,000

　　　　　－　　　　　　

　　　　
2,625,000 3.53

計 － 2,625,000 － 2,625,000 3.53

　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 1,450 1,432 1,376 1,367 1,232 1,165 1,010 980 1,029

最低（円） 1,349 1,287 1,310 1,172 990 914 794 870 885

　（注）　株価は、東京証券取引所市場第一部の取引であります。  

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,236 12,296

受取手形及び売掛金 24,860 26,976

有価証券 5,993 3,897

製品 29 21

原材料 414 596

貯蔵品 251 257

繰延税金資産 1,605 1,603

その他 1,838 3,667

貸倒引当金 △39 △39

流動資産合計 43,189 49,277

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※
 38,714

※
 34,646

機械装置及び運搬具（純額） ※
 4,630

※
 4,979

工具、器具及び備品（純額） ※
 1,005

※
 826

土地 59,768 57,097

建設仮勘定 3,248 4,364

その他 ※
 39 －

有形固定資産合計 107,406 101,913

無形固定資産

のれん 424 465

その他 1,694 1,299

無形固定資産合計 2,119 1,764

投資その他の資産

投資有価証券 16,998 22,708

長期貸付金 985 647

繰延税金資産 1,781 1,686

その他 2,949 3,251

貸倒引当金 △116 △110

投資その他の資産合計 22,598 28,183

固定資産合計 132,124 131,862

資産合計 175,313 181,139
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 12,734 14,774

短期借入金 803 2,322

未払法人税等 849 2,737

賞与引当金 1,196 2,603

役員賞与引当金 174 214

設備関係支払手形 2,337 1,583

その他 9,978 7,704

流動負債合計 28,073 31,940

固定負債

社債 15,000 15,000

長期借入金 10,160 10,183

繰延税金負債 2,637 3,823

退職給付引当金 4,948 4,749

役員退職慰労引当金 808 825

その他 506 433

固定負債合計 34,061 35,015

負債合計 62,135 66,956

純資産の部

株主資本

資本金 11,316 11,316

資本剰余金 12,332 12,333

利益剰余金 89,889 87,630

自己株式 △4,116 △4,110

株主資本合計 109,422 107,169

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,725 6,063

為替換算調整勘定 △683 260

評価・換算差額等合計 3,042 6,324

少数株主持分 713 689

純資産合計 113,178 114,183

負債純資産合計 175,313 181,139
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 111,631

売上原価 98,812

売上総利益 12,818

販売費及び一般管理費 ※
 5,298

営業利益 7,520

営業外収益

受取利息 221

受取配当金 325

受取賃貸料 55

持分法による投資利益 302

雑収入 714

営業外収益合計 1,618

営業外費用

支払利息 261

為替差損 318

投資有価証券評価損 845

雑支出 128

営業外費用合計 1,553

経常利益 7,585

特別利益

固定資産売却益 20

その他 2

特別利益合計 23

特別損失

投資有価証券評価損 168

固定資産売却損 8

固定資産除却損 89

その他 1

特別損失合計 268

税金等調整前四半期純利益 7,339

法人税等 3,349

少数株主利益 78

四半期純利益 3,912
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 36,393

売上原価 32,072

売上総利益 4,321

販売費及び一般管理費 ※
 1,688

営業利益 2,632

営業外収益

受取利息 44

受取配当金 105

受取賃貸料 20

持分法による投資利益 96

助成金収入 301

雑収入 96

営業外収益合計 664

営業外費用

支払利息 84

為替差損 268

投資有価証券評価損 718

雑支出 88

営業外費用合計 1,159

経常利益 2,137

特別利益

固定資産売却益 7

特別利益合計 7

特別損失

投資有価証券評価損 168

固定資産売却損 1

固定資産除却損 14

その他 1

特別損失合計 185

税金等調整前四半期純利益 1,959

法人税等 932

少数株主利益 34

四半期純利益 993
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 7,339

減価償却費 4,509

のれん償却額 41

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,407

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △40

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 198

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △16

受取利息及び受取配当金 △546

支払利息 261

持分法による投資損益（△は益） △302

固定資産売却損益（△は益） △11

固定資産除却損 62

売上債権の増減額（△は増加） 1,714

その他の資産の増減額（△は増加） △66

仕入債務の増減額（△は減少） △1,783

その他の負債の増減額（△は減少） 1,739

その他 1,312

小計 13,011

利息及び配当金の受取額 552

利息の支払額 △279

法人税等の支払額 △4,954

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,330

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △229

定期預金の払戻による収入 725

有形固定資産の取得による支出 △9,741

有形固定資産の売却による収入 106

無形固定資産の取得による支出 △465

投資有価証券の取得による支出 △895

投資有価証券の売却による収入 801

貸付けによる支出 △601

貸付金の回収による収入 115

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,183
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（単位：百万円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,910

短期借入金の返済による支出 △3,443

長期借入れによる収入 60

長期借入金の返済による支出 △67

自己株式の増減額（△は増加） △12

配当金の支払額 △1,647

少数株主への配当金の支払額 △43

その他 37

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,206

現金及び現金同等物に係る換算差額 △209

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,269

現金及び現金同等物の期首残高 18,154

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 12,885
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

1． 会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産

　貯蔵品については、従来、主として最終仕入原価法による原価法によっておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）が適用されたことに伴い、

主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）により算定しております。この変更による損益に与える

影響はありません。なお、一部の海外子会社においては、製品、原材料、仕掛品につい

て先入先出法による原価法により算定しております。  

 （2）リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企

業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号）を第１四半期連結会計期間から早期適用し、通常の売買取引に

係る会計処理によっております。この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。

 （3）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適

用

　第１四半期連結会計期間から、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用してお

ります。これによる損益への影響はありません。
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当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 （4）有償支給部品代金の会計処理方法の変更

　第１四半期連結会計期間から、従来、「売上高」及び「売上原価」に計上しており

ました梱包事業における取引先からの有償支給部品に係る代金を「売上高」及び

「売上原価」から除くことに変更しました。この変更により、当第３四半期連結累計

期間においては、変更前の方法に比べて、梱包事業の外部顧客に対する売上高と売上

原価が1,515百万円それぞれ減少しておりますが、「営業利益」、「経常利益」及び

「税金等調整前四半期純利益」への影響はありません。この変更は、従来、所有権の

移転という取引形態に着目し、梱包事業における取引先からの有償支給部品に係る

代金を「売上高」及び「売上原価」に計上しておりましたが、当該取引の経済的実

態を総合的に勘案し、当連結グループの経営成績をより適切に開示するために行っ

たものであります。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

 

 

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

 １.　税金費用の計算 　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の連結グループ各

社の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法人税等調整額は法

人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、81,220百万円で

  あります。

　

 

※　有形固定資産の減価償却累計額は、78,701百万円で

  あります。

 

  

 

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。　

賞与引当金繰入額 114百万円

役員賞与引当金繰入額 199 

退職給付費用 113 

役員退職慰労引当金

繰入額
93 

その他人件費 2,862 

減価償却費 391 
　

 

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。　

賞与引当金繰入額 114百万円

役員賞与引当金繰入額 58 

退職給付費用 36 

役員退職慰労引当金

繰入額
29 

その他人件費 869 

減価償却費 134 
　

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

（百万円）

現金及び預金勘定 8,236

有価証券 5,993

預入期間が３か月を超える定期預金 △343

償還期限が３か月を超える債券等 △1,000

現金及び現金同等物 12,885
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（株主資本等関係）

　  

      当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平
      成20年12月31日）
　    １．発行済株式の種類及び総数
　　普通株式  74,239千株
　
　    ２．自己株式の種類及び株式数
　　普通株式 2,630千株
　
　　　３．配当に関する事項

     配当金支払額
 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 859 12 平成20年３月31日平成20年６月30日利益剰余金

平成20年10月18日　取

締役会
普通株式 　　　787 11 平成20年９月30日平成20年12月９日 利益剰余金 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
運送事業
（百万円）

倉庫事業
（百万円）

梱包事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
16,006 5,171 10,682 4,533 36,393  － 36,393

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
30 83 125 224 463 (463)  －

計 16,036 5,254 10,807 4,758 36,857 (463)36,393

営業利益 240 1,254 482 583 2,561  71 　　 2,632

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
運送事業
（百万円）

倉庫事業
（百万円）

梱包事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
48,41215,30534,11513,797111,631  － 111,631

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高
73 263 349 813 1,499 (1,499)  －

計 48,48615,56834,46414,610113,130(1,499)111,631

営業利益 613 3,613 1,712 1,381 7,320  199 　　 7,520

　（注）１．事業区分の方法

          事業は、売上集計区分によっております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品

運送事業  四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の輸送

倉庫事業  四輪・二輪完成自動車及び自動車部品・住宅設備・農業用機械の保管

梱包事業  作業請負・自動車部品等の納入代行・輸出梱包

その他事業
 通関業・車両等の修理・預り商品のテスト・石油製品の販売・損害保険代理業

 ・不動産の売買、賃貸及びその仲介管理・廃棄物の処理及び収集に関する事業

　　　　３. 配賦不能営業費用に該当するものはありません。

　　　　４. 「四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項等の変更　１.会計処理基準に関する事項の変更（4）有償支

給部品代金の会計処理方法の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から、従来、「売上高」及び「売

上原価」に計上しておりました梱包事業における取引先からの有償支給部品に係る代金を「売上高」及び

「売上原価」から除くことに変更しました。この変更により、当第３四半期連結累計期間においては、変更前の

方法に比べて、梱包事業の外部顧客に対する売上高と営業費用が1,515百万円それぞれ減少しておりますが、営

業利益への影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 31,773 2,464 2,155 36,393  － 36,393

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
16 18 4 40 (40) －

計 31,789 2,483 2,160 36,433 (40) 36,393

営業利益 2,308 179 145 2,632 0 2,632

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 96,173 9,187 6,269111,631  － 111,631

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
33 71 18 123 (123)  －

計 96,207 9,259 6,288111,754 (123)111,631

営業利益 6,329 737 453 7,520 0 7,520

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　（1）北米………米国

　（2）アジア……タイ

３. 配賦不能営業費用に該当するものはありません。

４. 「四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項等の変更　１.会計処理基準に関する事項の変更（4）有

償支給部品代金の会計処理方法の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から、従来、「売上高」及び

「売上原価」に計上しておりました梱包事業における取引先からの有償支給部品に係る代金を「売上高」及

び「売上原価」から除くことに変更しました。この変更により、当第３四半期連結累計期間においては、変更前

の方法に比べて、日本の外部顧客に対する売上高と営業費用が1,515百万円それぞれ減少しておりますが、営業

利益への影響はありません。

 

EDINET提出書類

日本梱包運輸倉庫株式会社(E04191)

四半期報告書

23/27



【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 2,464 2,184     － 4,649

Ⅱ　連結売上高（百万円） －  －     － 36,393

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 6.8 6.0     － 12.8

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 北米 アジア その他 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 9,187 6,403 0 15,590

Ⅱ　連結売上高（百万円）  － － － 111,631

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 8.2 5.8 　　　 0.0 14.0

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

 　　　(1) 北米………米国

　　　（2）アジア……タイ、中国、インドネシア、フィリピン、マレーシア、ベトナム、インド、シンガポール、

　　　　　　　　　　 台湾　　　

　　　（3）その他……ドイツ

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

４. 「四半期連結財務諸表作成の基本となる重要な事項等の変更　１.会計処理基準に関する事項の変更（4）有

償支給部品代金の会計処理方法の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間から、従来、「売上高」及び

「売上原価」に計上しておりました梱包事業における取引先からの有償支給部品に係る代金を「売上高」及

び「売上原価」から除くことに変更しました。この変更による、海外売上高への影響はありません。

 

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成20年12月31日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 1,570.54円
 

１株当たり純資産額 1,584.66円
 

 

２．１株当たり四半期純利益金額

当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 54.63円 １株当たり四半期純利益金額 13.87円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（百万円） 3,912 993

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 3,912 993

期中平均株式数（千株） 71,615 71,612
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（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

  

 

２【その他】

　平成20年10月18日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………787百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………11円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成20年12月９日

　（注）　平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
 
 

平成21年２月13日

日本梱包運輸倉庫株式会社

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 富　山　正　次　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡　邉　宣　昭　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 栗　栖　孝　彰　　印

 

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本梱包運輸倉庫

株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本梱包運輸倉庫株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計

期間から、従来、「売上高」及び「売上原価」に計上していた梱包作業における取引先からの有償支給部品に係る代金を

「売上高」及び「売上原価」から除くことに変更した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上

（注）　　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期連結財

務諸表に添付する形で別途保管している。

　　なお、四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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